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第１章 計画策定にあたって 

１ 計画策定の趣旨 

近年、我が国では少子化・核家族化の進行、地域のつながりの希薄化により、子

どもや家庭を取り巻く社会環境は大きく変化しています。 

このため、大東市（以下「本市」という。）では、「子ども・子育て支援法」に基

づき、平成 27年 3月に「親子の笑顔あふれるまち ～みんなでつくる子育て安心

のまち大東～」を基本理念とした大東市 子ども・子育て支援事業計画を策定し、

子育て家庭が安心して子育てに取り組める社会の実現に向けた、様々な子育て支援

事業に取り組んできました。 

平成 28年 4月には子ども・子育て支援法が改正され、仕事・子育て両立支援事

業の創設や待機児童解消等の取り組みの支援を行なう等の内容が追加されるなど、

子ども・子育て施策に関するさまざまな法律等が施行・改正されていますきました。

（P.２「２ 子ども・子育て施策に関するこれまでの取り組み」参照」） 

令和元年１０月には、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育の重要性や、

幼児教育の負担軽減を図る少子化対策の観点から、「幼児教育無償化制度」が実施

される等、新制度開始以降に様々な社会的状況の変化が生じていることから、これ

らに対応し、新たな制度の下で、「一人ひとりの子どもが健やかに成長することが

できる社会」を目指すとともに、子どもの視点に立ち、子どもの発達が保障される

よう、良質かつ適切な内容及び水準のものとすることが必要となっています。 

本市では、上記の動向及び、現行計画である「大東市 子ども・子育て支援事業計

画」の進捗状況、課題を整理するとともに、子ども・子育て支援に係る現在の利用

状況や潜在的な利用希望と内容を含めたニーズを把握し、市内における教育・保育

事業や地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制の確保とその実施時期

等を盛り込んだ「第２期大東市 子ども・子育て支援事業計画」を策定します。ま

た、子どもの貧困等についての内容を追加し、質の高い教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業を計画的に推進します。  
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２ 子ども・子育て施策に関するこれまでの取り組み 
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第４次大東市総合計画 第Ⅱ期基本計画(後期） 
（平成 27 年度～令和 2 年度） 

あふれる笑顔 幸せのまち大東づくり 

大東市地域福祉計画 

第２期大東市 

子ども・子育て支援事業計画 

（令和２年度～令和６年度） 

 

・子ども・子育て支援法 

第 61 条 

・次世代育成支援対策 

推進法 

 

大東市母子保健計画 

大東市母子家庭等自立促進計画 

３ 計画の位置づけ 

（１）子ども・子育て支援法に基づく計画 

本計画は子ども・子育て支援法第 61 条に基づく「市町村子ども・子育て支援

事業計画」として、すべての子どもと子育て家庭を対象に進めていく、子ども・

子育て支援事業の目標や方向性を示すものです。 

本市の市政運営の柱となる第４次大東市総合計画を上位計画とし、総合的な地

域福祉の方策を示す地域福祉計画のもと、分野ごとに策定された関連する他計画

との整合性を図りながら策定しました。 

また、効果的な母子保健対策の推進を図るための「大東市母子保健計画」「大東

市母子家庭等自立促進計画」については、本計画と対象が重なることから、引き

続き本計画に包含していくものとします。 

さらに、「大東市子ども・子育て支援事業計画」（平成 27 年度～令和元年度）

の進捗状況を本計画において検証し、引き続き取り組むべき課題を盛り込むこと

とします。 
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４ 計画期間 

本計画は、令和 2年度から令和 6年度までの５年間を対象とします。 

なお、計画の内容と実際の状況に乖離がある場合は、必要に応じて検討し、見直

します。 

 

平成 27 
（2015） 

年度 

平成 28 
（2016） 

年度 

平成 29 
（2017） 

年度 

平成 30 
（2018） 

年度 

平成 31 

（令和元） 
（2019） 
年度 

令和 2 
（2020） 

年度 

令和３ 
（2021） 

年度 

令和４ 
（2022） 

年度 

令和５ 
（2023） 

年度 

令和６ 
（2024） 

年度 

          

 

５ 計画の策定方法 

● 策定体制 

本計画を策定するにあたり、子どもの保護者や子育て支援に関する関係機

関・団体の代表者、学識経験者等からなる「大東市子ども・子育て会議」を設

置し、計画内容に対する意見を求めるとともに、ニーズ調査やパブリックコメ

ント（今後実施予定）を経て策定しました。 

● ニーズ調査の実施 

本市の子ども・子育て支援事業計画の策定に必要な情報を得るため、市民ニ

ーズの現状分析や今後の子ども・子育て支援における課題を整理することを目

的としたアンケート調査を実施しました。 

【子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査】 

項目 就学前児童用 就学児童用 

調査対象者 就学前児童の保護者 就学児童（１～３年）の保護者 

標本数 1,800 件 900件 

抽出方法 無作為抽出 

調査方法 郵送による配布・回収 

回収数 882件 403件 

回収率 49.0％ 44.8％ 

調査時期 平成 31年 1 月 7日 ～ 1月 21 日 

 

大東市子ども・子育て支援事業計画 第２期 大東市子ども・子育て支援事業計画 
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952 912 953 905 904

977 948 915 918 885
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1,009 1,043 963 927 904

1,065 1,018 1,038 967
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（2016年）
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５歳児

４歳児

３歳児

２歳児

１歳児

０歳児

（人）

第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 

１ 人口等の推移 

（１）人口（３区分）の推移 

本市の人口推計を３階級別人口でみると、平成 26 年以降高齢者人口（65 歳

以上）は増加する一方で、生産年齢人口（15 歳～64 歳）と年少人口（0 歳～

14歳）はともに減少しています。 

【３階級別人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大東市「住民基本台帳」各年４月１日現在 

（２）就学前児童の人口の推移 

就学前児童（0歳～5歳）の 1歳階級別人口をみると、平成 27年の 0歳児と

４歳児で増加がみられるものの、総数では平成 26年度以降年々減少しています。 

【０～５歳児の人口推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：大東市「住民基本台帳」各年４月１日現在  
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就学前人口 

増減率 

 

北部 

東部 

南部 

西部 

就学前児童の地域別（４地域）の人口推移をみると、全ての地域において減少

傾向にありますが、東部地域は微減となっており、他の地域に比べて減少率が小

さくなっています。 

【４地域別 就学前人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 22年、平成 27年国勢調査 

 

地域別の人口推移について、町別（大字単位）での増加率をみると、東部地域

においては平成 22 年から 27 年にかけて 10％以上増加している大字が一部み

られます。 

【町別 就学前人口の増加率】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 22年、平成 27年国勢調査 
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2,000

2,500

北部 東部 南部 西部

平成22年

平成27年

（人）

※統計値は暫定 

  平成 25年３月末現在の住民基本台帳人口を入手次第、 

平成 25年度→平成 30年度のデータに差し替え 
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（３）自然動態・社会動態の推移 

自然動態の人口推移をみると、平成 23 年までは出生者数が死亡者数を上回っ

ていましたが、平成 24 年以降は自然減となっています。さらに近年は、死亡者

数が年々増加する一方で、出生者数が年々減少しています。 

社会動態の人口推移をみると、平成 22 年以降、転出者数が転入者数を上回る

社会減となっています。なお、転入者数は平成 25 年から 27 年にかけて増加傾

向にあり、平成 28年以降は転入者数、転出者数ともに横ばいとなっています。 

【自然動態・社会動態の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「住民基本台帳」各年１月１日現在 

 

近年の大阪府における人口動向については、大阪市や北摂地域の一部等を除く

と、減少傾向にある自治体が多くを占めています。 

本市のみならず隣接４市（門真市、寝屋川市、四条畷市、東大阪市）も同様に

減少傾向にある一方、守口市、交野市、八尾市は社会増となっており、本市周辺

において地域格差がみられます。 

【自然増減率、社会増減率（平成 27年→30年） 周辺自治体等との比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「住民基本台帳」各年１月１日現在 

1,088 1,084 

1,036 972 926 974 909 911 850 
981 942 

1,051 1,092 1,085 1,074 1,112 1,161 1,121 

4,415 
4,053 4,031 3,845 

4,080 

4,608 4,550 4,410 4,533 

5,200 
4,819 4,758 4,722 

4,976 4,822 
5,024 4,970 4,957 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

平成22年

（2010年）

平成23年

（2011年）

平成24年

（2012年）

平成25年

（2013年）

平成26年

（2014年）

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

平成30年

（2018年）

出生者数 死亡者数 転入者数 転出者数

（人）

周辺自治体（隣接４市＋周辺３市） 

   

自然増減 社会増減 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

大東市 -724 -0.6 -1,653 -1.3 

守口市 -1,473 -1.0 538 0.4 

門真市 -1,331 -1.1 -1,640 -1.3 

寝屋川市 -1,462 -0.6 -3,486 -1.5 

四條畷市 -284 -0.5 -491 -0.9 

交野市 -287 -0.4 131 0.2 

東大阪市 -4,964 -1.0 -1,911 -0.4 

八尾市 -2,212 -0.8 260 0.1 

 

【参考】社会増１％以上の自治体 

   

自然増減 社会増減 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

増減数 

（人） 

増減率 

（％） 

大阪市 -19,015 -0.7 50,681 1.9 

豊中市 27 0.0 4,940 1.2 

池田市 -300 -0.3 1,231 1.2 

吹田市 1,770 0.5 5,968 1.6 

箕面市 94 0.1 2,733 2.0 

大阪狭山市 -177 -0.3 616 1.1 

田尻町 -31 -0.4 237 2.8 
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（４）通勤・通学の状況 

通勤・通学の状況についてみると、本市から他市町への通勤者の比率は 56.8％

となっており、守口市、寝屋川市と同水準になっています。うち、大阪市への通

勤者の比率は、23.6％となっており、守口市、八尾市に次いで高くなっています。 

本市から他市町への通学者の比率は 28.7％となっており、周辺自治体と比べ

ると東大阪市に次いで低くなっています。 

【通勤・通学の状況 他市町への通勤・通学者の比率 周辺自治体との比較】 

 
市内常住 通勤者計 市内常住 通学者 計 

 市外へ通勤 うち大阪市  市外へ通学 

大東市 52,294 30,106 56.8% 12,363 23.6% 15,967 4,576 28.7% 

守口市 59,699 34,546 57.9% 16,509 27.7% 14,513 4,893 33.7% 

門真市 54,406 28,659 52.7% 11,341 20.8% 14,003 4,501 32.1% 

寝屋川市 100,735 57,018 56.6% 21,891 21.7% 25,936 7,728 29.8% 

四條畷市 23,705 16,226 68.4% 5,534 23.3% 8,122 2,500 30.8% 

交野市 33,177 23,051 69.5% 7,062 21.3% 11,339 4,006 35.3% 

東大阪市 212,900 84,383 39.6% 49,852 23.4% 59,576 14,337 24.1% 

八尾市 113,007 54,776 48.5% 28,780 25.5% 33,809 10,144 30.0% 

出典：平成 27年国勢調査 

 

他市町から本市への通勤者の比率は 50.6％となっており、守口市、四条畷市

ど同水準となっていますが、門真市に比べて低くなっています。 

他市町から本市への通学者の比率は、15歳以上で 73.2％、15歳未満で 9.7％

となっており、周辺自治体と比べると高くなっています。なお、隣接する寝屋川

市、四条畷市においても高い水準となっています。 

【通勤・通学の状況 他市町への通勤・通学者の比率 周辺自治体との比較】 

 
市内 従業者計 市内 15 歳以上通学者 計 市内 15 歳未満通学者 計 

 市外から通勤  市外から通学  市外から通学 

大東市 47,022 23,811 50.6% 9,393 6,871 73.2% 9,871 957 9.7% 

守口市 54,233 28,357 52.3% 5,540 3,661 66.1% 7,982 173 2.2% 

門真市 69,192 42,607 61.6% 2,423 796 32.9% 7,955 17 0.2% 

寝屋川市 72,903 27,913 38.3% 11,896 8,018 67.4% 15,278 860 5.6% 

四條畷市 14,888 7,352 49.4% 3,756 2,841 75.6% 4,953 242 4.9% 

交野市 18,028 7,713 42.8% 2,764 1,523 55.1% 6,562 448 6.8% 

東大阪市 224,904 94,498 42.0% 33,408 20,795 62.2% 33,431 625 1.9% 

八尾市 104,817 45,594 43.5% 7,655 3,008 39.3% 19,430 286 1.5% 

出典：平成 27年国勢調査 
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（５）合計特殊出生率1の推移 

本市の合計特殊出生率は、平成 26 年度に 1.36 まで改善したものの、全体と

しては悪化する傾向にあります。国・府との比較においても、平均を下回ってい

る状況です。 

【合計特殊出生率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：人口動態統計（全国・大阪府）、大東市調べ 

 

（６）婚姻・離婚の推移 

婚姻・離婚の推移をみると、「婚姻件数」については、平成 24年から 26年に

かけて増加していましたが、平成 27年以降は減少傾向となっています。 

「離婚件数」については、平成 24 年から 26 年にかけて増減を繰り返してい

ましたが、平成 27年以降は「婚姻件数」と同様に減少傾向となっています。 

【婚姻・離婚の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：人口動態統計 

                                           
1 合計特殊出生率：一人の女性（15～49歳）が一生の間に産む子どもの平均人数。 

607 
635 636 

610 
583 577 

310 
266 288 279 259 246 

0
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平成24年

（2012年）

平成25年

（2013年）

平成26年

（2014年）

平成27年

（2015年）

平成28年

（2016年）

平成29年

（2017年）

婚姻件数 離婚件数

（人）



大東市 

12 

7,289 7,645 7,264 

5,721 5,055
4,211

13,010 12,700 
11,475 

48,867 
52,346 51,899 

0

20,000

40,000

60,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

６歳未満の親族

のいる世帯数

６～17歳の親族

のいる世帯数

一般世帯数

（世帯） （世帯）

（７）子育て世帯の推移 

子育て世帯の推移をみると、６歳未満の親族のいる世帯数は減少しており、18

歳未満の親族のいる世帯数のうち、６～17 歳の親族のいる世帯数は平成 22 年

には増加したものの、平成 27年には減少に転じています。 

【３階級別人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 17年、平成 22年、平成 27年国勢調査 

（８）ひとり親世帯の推移 

18 歳未満の子どもがいる世帯のうち、ひとり親世帯の推移をみると、男親と

子どもから成る世帯、女親と子どもから成る世帯ともに、平成 22 年に増加しま

したが、平成 27年には減少に転じています。 

【ひとり親世帯（18歳未満の子どもがいる世帯）の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成 17年、平成 22年、平成 27年国勢調査 

 

 

  

18歳未満の親族 

のいる世帯 

152 177 160

1,349 1,410 
1,314 

0

500

1,000

1,500

平成17年

（2005年）

平成22年

（2010年）

平成27年

（2015年）

男親と子ども

から成る世帯

女親と子ども

から成る世帯

（世帯）
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81.2 

0.9 

7.5 

5.0 

7.1 

30.7 

40.2 

2.5 

2.6 

85.9

1.0

11.2

5.2

7.9

29.0

37.0

1.5

0.2

0% 25% 50% 75% 100%

父と母と一緒に住んでいる

父と一緒に住んでいる（父子家庭）

母と一緒に住んでいる（母子家庭）

祖父と一緒に住んでいる

祖母と一緒に住んでいる

祖父が近所に住んでいる

祖母が近所に住んでいる

その他

無回答

就学前児童

n=882

就学児童

n=403

38.9 

61.7 

4.3 

13.9 

10.4 

0.1 

42.7 

57.6 

6.0 

25.6 

10.9 

0.2 

0% 25% 50% 75% 100%

日常的にご自身や配偶者の親、

親せきにみてもらえる

緊急時もしくは用事のときにはご自身や

配偶者の親、親せきにみてもらえる

日常的に子どもをみてもらえる

友人や知人がいる

緊急のときや用事があるときに子どもを

みてもらえる友人や知人がいる

いずれもいない

無回答

就学前児童

n=882

就学児童

n=403

２ 子育て家庭の状況 

（１）子育て世帯を取り巻く状況 

① 親族の同居・近居の状況 

祖父母等との同居の有無をみると、就学前児童・就学児童いずれも同居して

いない世帯が８割以上となっているものの、近居の状況については「近所に住

んでいる」と回答した方が約４割となっています。 

同居・近居の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常的に約４割、緊急時等で約６割の方が親族から協力が得られています。 

親族・知人等協力者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 



大東市 

14 

31.7 

35.8 

15.9 

21.7 

40.2 

25.6 

3.3 

20.6 

3.5 

0.5 

22.6 

24.1 

12.2 

18.9 

49.6 

40.2 

2.7 

18.9 

6.2 

1.7 

0% 25% 50% 75% 100%

病気や発育発達に関すること

食事や栄養に関すること

子どもとの接し方に自信が持てないこと

子どもと過ごす時間が十分取れないこと

子どもの教育に関すること

子どもの友だちづきあいに関すること

子どもの登所・登園拒否や不登校など

特にない

その他

無回答

就学前児童

n=882

就学児童

n=403

50.8 

44.9 

41.5 

43.9 

5.6 

8.4 

1.7 

1.2 

0.3 

1.2 

0.1 

0.2 

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

n=882

就学児童

n=403

楽しいと感じる

ことの方が多い

楽しいと感じることと

しんどいと感じることが

同じくらい

しんどいと感じる

ことの方が多い

わからない その他 無回答

②子育てに対する意識 

子育てに対する感じ方をみると、「楽しいと感じることの方が多い」と回答し

た割合は、就学前児童では半数を超えている一方で就学児童は半数を下回って

います。 

子育てに関して悩んでいることのうち、子どもに関することでは、「子どもの

教育に関すること」「食事や栄養に関すること」「子どもの友だちづきあいに関

すること」が多くなっています。 

 
子育てに対する感じ方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

 

子育てに関して日常悩んでいること、気になること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

 

（１）子どもに関すること 
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15 

14.9 

9.3 

4.4 

7.5 

3.7 

39.3 

10.2 

25.4 

23.8 

34.1 

14.7 

19.7 

4.0 

1.8 

16.4 

9.9 

5.7 

6.5 

4.0 

26.8 

9.2 

24.8 

11.9 

43.2 

10.4 

24.6 

3.5 

2.2 

0% 25% 50% 75% 100%

子育てに関して配偶者の協力が少ないこと

配偶者と子育てに関して意見が合わないこと

子育てが大変なことを、ご自身や配偶者の親、親せき、

近隣の人、職場など周りの人が理解してくれないこと

ご自身の子育てについて、ご自身や配偶者の親、親せき、

近隣の人、職場など周りの見る目が気になること

子育てに関して話し相手や相談相手がいないこと

仕事や自分のやりたいことなど自分の時間が

十分取れないこと

配偶者以外に子育てを手伝ってくれる人がいないこと

子育てのストレスなどから子どもに

きつくあたってしまうこと

子育てによる身体の疲れが大きいこと

子育てにかかる出費がかさむこと

住居がせまいこと

特にない

その他

無回答

就学前児童

n=882

就学児童

n=403

また、子育てに関して悩んでいることのうち、自身に関することでは、「仕事

や自分のやりたいことなど自分の時間が十分取れないこと」「子育てにかかる

出費がかさむこと」が多くなっています。 

子育てに関して日常悩んでいること、気になること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）自身に関すること 



大東市 

16 

37.2 

29.9 

6.5 

20.5 

4.5 

15.8 

35.5 

38.7 

49.0 

27.3 

5.8 

3.5 

0.9 

0% 25% 50% 75% 100%

地域における子育て支援の充実

(一時預かり・育児相談等）

保育サービスの量的拡充、質的改善

子育て支援のネットワークづくり

地域における子どもの活動拠点の

充実（児童館など）

訪問型の支援サービスの充実

健やかな妊娠・出産に対する支援

子どもの教育環境

子育てしやすい住居・まちの

環境面での充実

仕事と家庭生活の両立ができる

労働環境の整備

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

援護を要する子どもに対する支援

その他

無回答

就学前児童

n=882

33.5 

10.4 

28.5 

38.5 

38.0 

55.1 

44.9 

8.9 

3.5 

1.7 

0% 25% 50% 75% 100%

放課後児童クラブの充実

子育て支援のネットワークづくり

地域における子どもの活動拠点の充実（児童館など）

子どもの教育環境

子育てしやすい住居・まちの環境面での充実

仕事と家庭生活の両立ができる労働環境の整備

子どもを対象にした犯罪・事故の軽減

援護を要する子どもに対する支援

その他

無回答

就学児童

n=403

③子育てをするために必要な支援・対策 

子育てを必要とするために必要な支援・対策としては、就学前児童、就学児

童ともに「仕事と家庭生活の両立ができる労働環境の整備」「子育てしやすい

住居・まちの環境面の充実」が多くなっています。 

子育てをするために必要な支援・対策 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

＊課題＊ 

「仕事の家庭生活の両立に向けた労働環境の整備」「子育てしやすい環境づくり」「子ども

の教育環境」など様々な視点からの『環境』づくりに向けた支援が求められており、より実

効性の高い具体的な施策について検討が必要となります。 
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77.4 

76.0 

72.1 

18.2 

38.3 

10.3 

3.6 

15.4 

0.8 

7.3 

0.8 

2.5 

2.5 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

配偶者

ご自身や配偶者の親、親せき、

（同居している）家族

友人や知人

近所の人

小学校の先生

放課後児童クラブの指導員

児童館などの子育て支援施設や

ＮＰＯなどの子育て支援団体

ピアノ教室、スポーツクラブ、

学習塾などの習い事の先生

民生委員・児童委員、

主任児童委員

かかりつけの医師

市役所の教育相談の窓口

携帯電話やインターネットの

交流サイト

その他

無回答

就学児童

n=358

81.8 

78.2 

64.1 

11.9 

13.9 

10.1 

29.6 

7.2 

0.6 

12.8 

1.2 

4.1 

1.6 

0.1 

0% 25% 50% 75% 100%

配偶者

ご自身や配偶者の親、親せき、

（同居している）家族

友人や知人

近所の人

幼稚園の先生

児童館などの子育て支援施設や

ＮＰＯなどの子育て支援団体

保育所（園）の先生

子どもの健診などを行ってくれる

保健センター

民生委員・児童委員、主任児童委員

かかりつけの医師

市役所の教育相談の窓口

携帯電話やインターネットの

交流サイト

その他

無回答

就学前児童

n=834

④子育てに関する相談相手 

子育てに関して気軽に相談できる人の有無については、「いる／ある」が就学

前児童で９割以上、就学児童で約９割となっています。 

相談相手は「配偶者」「ご自身や配偶者の親、親せき、家族」「友人や知人」

などの身近な人たちが多くを占めている状況です。 

 子育てに関して気軽に相談できる人の有無 気軽に相談できる相手 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

いる／ある

88.8%

いない／ない

8.2%

無回答

3.0%

就学児童

n=403

いる／ある

94.6%

いない

／ない

4.5%

無回答

0.9%

就学前児童

n=882
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18 

71.1 

72.7 

26.8 

25.3 

2.2 

2.0 

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

n=882

就学児童

n=403

感じる 感じない 無回答

12.7 

20.8 

13.1 

5.5 

28.8 

14.0 

8.1 

26.3 

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

n=236

26.0 

44.5 

6.9 

2.7 

59.5 

2.2 

1.8 

1.4 

0% 25% 50% 75% 100%

近所の人

同じ世代の子どもを持つ保護者

民生委員・児童委員、主任児童委員、自

治会、こども会などの地域団体の人

地域活動を行っているＮＰＯなどの人

幼稚園、保育所（園）、

地域子育て支援拠点などの職員

市役所の職員

その他

無回答

就学前児童

n=627

地域の人に支えられていると感じる人は、就学前児童、就学児童ともに約７

割となっています。 

また、支えられている人（支えてほしい人）については、「幼稚園、保育所（園）、

地域子育て支援拠点などの職員」が多くなっており、子育て支援にあたっては、

身近な人への相談のみならず、これらのような地域の人による支えも重要とな

っています。 

地域の人に支えられていると感じているかの有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17.1 誰に支えられているか  問 17.2 誰に支えてほしいか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

＊課題＊ 

教育・保育関係者は保護者を支える者として重要な役割がある一方で、気軽な相談できる相

手として挙げた人は少なく、相談体制のあり方についても検討が必要です。 
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３ 就労状況について 

（１）女性の就労状況 

① 女性の年齢別労働力率 

女性の年齢別労働率は子育て世代と考えられる30～34歳が最も低くなるM

字型となっており、平成17年・22年と比較して労働力率は増加しているもの

の、依然他の年代と比べ低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 15～ 

19歳 

20～ 

24歳 
25～ 

29歳 
30～ 

34歳 
35～ 

39歳 
40～ 

44歳 
45～ 

49歳 
50～ 

54歳 
55～ 

59歳 
60～ 

64歳 
65～ 

69歳 
70～ 

74歳 
75～ 

79歳 
80～ 

84歳 
85歳 

以上 

平成17年 17.9 61.7 62.4 52.8 55.8 63.7 65.1 59.5 53.1 33.7 18.5 10.2 5.6 3.3 1.4 

平成22年 18.0 68.8 75.4 63.2 64.0 68.9 72.1 68.5 58.4 43.4 24.3 11.8 6.4 4.5 1.4 

平 
成 
27 

年 

大東市 17.8 69.2 78.6 69.9 70.0 72.8 74.7 71.8 67.0 46.2 29.4 14.9 7.1 3.3 1.4 

大阪府 16.3 67.5 80.3 71.3 68.9 71.8 73.8 72.2 64.9 47.9 30.1 17.2 9.6 5.4 2.4 

国 14.7 69.5 81.4 73.5 72.7 76.0 77.9 76.2 69.4 52.1 33.8 19.9 11.6 6.2 2.5 

出典：平成 17年、平成 22年、平成 27年国勢調査  

0%

25%

50%

75%

100%

経年比較 平成17年

平成22年

平成27年

0%

25%

50%

75%

100%

大阪府、全国との比較（平成27年） 大東市

大阪府

国
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21.9 

24.3 

7.8 

0.2 

30.4 

49.1 

1.5 

0.5 

32.0 

18.6 

2.2 

2.5 

4.3 

4.7 

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

n=882

就学児童

n=403

フルタイムで就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

フルタイムで就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、

産休・育休・介護休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、

産休・育休・介護休業中である

以前は就労していたが、

現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

② 母親の就労状況 

母親の就労状況をみると、就学前児童の56.8％・就学児童の74.4％が就労

しています（産休・育休・介護休業中含む）。 

母親の就労状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

 

母親の就労状況について前回調査と比較してをみると、就学前児童、就学児

童ともに「パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護休業中で

はない」が増加しており、就学児童は「フルタイムで就労しており、産休・育

休・介護休業中ではない」も合わせて増加しており、調査結果からも女性の就

労増がうかがえます。 

また、就学前児童は「フルタイムで就労しており、産休・育休・介護休業中

である」も増加しています。 

母親の就労状況（経年比較） 

 

フルタイムで就労 パート・アルバイト等で就労 以前は就労

していたが、

現在は就労

していない 

これまで 

就労した 

ことがない 

無回答 
産休・育休・ 

介護休業中 

ではない 

産休・育休・ 

介護休業中 

である 

産休・育休・ 

介護休業中 

ではない 

産休・育休・ 

介護休業中 

である 

就学前 

児童 

前回 19.6％ 2.4％ 21.2％ 1.7％ 45.4％ 7.4％ 2.3％ 

今回 21.9％  7.8％  30.4％  1.5％  32.0％  2.2％  4.3％  

差 ＋2.3pt  ＋5.4pt  ＋9.2pt  -0.2％pt  -13.4pt  -5.2pt  ＋2.0pt  
         

就学 

児童 

前回 17.9％ 0.6％ 40.1％ 1.3％ 27.8％ 9.5％ 2.7％ 

今回 24.3％  0.2％  49.1％  0.5％  18.6％  2.5％  4.7％  

差 ＋6.4pt  -0.4pt  ＋9.0pt  -0.8pt  -9.2pt  -7.0pt  ＋2.0pt  
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1.5 
2.6 7.4 

18.0 

58.0 

9.2 
3.3 1.0 2.0 

9.0 
23.4 

51.5 

11.4 

1.7 

0%

25%

50%

75%

100%

１

日

以

下

２

日

３

日

４

日

５

日

６

日

以

上

無

回

答

就学前児童

n=543

就学児童

n=299

4.6 

21.9 

36.3 

29.7 

3.5 0.4 3.7 7.0 

28.1 
35.8 

23.1 

3.7 
0.0 

2.3 
0%

25%

50%

75%

100%

４

時

間

未

満

４

｜

５

時

間

６

｜

７

時

間

８

｜

９

時

間

10

｜

11

時

間

12

時

間

以

上

無

回

答

就学前児童

n=543

就学児童

n=299

母親の就労日数についてみると、就学前児童・小学生ともに１週間当たり５

日が最も高くなっています。 

就労時間についてみると、就学前児童は「８～９時間」、就学児童は「４～５

時間」が最も高く、次いで就学前児童・就学児童ともに「６～７時間」が高く

なっています。 

母親の就労日数・就労時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

＊課題＊ 

多様な働き方をしている母親のニーズの変化に注視していく必要性が考えられます。 

 

 

  

就労日数（１週間当たり） 就労時間（１日当たり） 

 



大東市 

22 

22.9 

41.2 

44.2 

14.1 

22.9 

34.1 

10.0 

10.6 

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

n=301

就学児童

n=85

子育てや家事に専念したい（就労の予定はない）

１年より先、一番小さい子どもが□□歳に

なったころに就労したい

すぐにでも、もしくは１年以内に就労したい

無回答

5.0 

7.3 

35.1 

65.9 

59.9 

26.8 

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

n=202

就学児童

n=41

フルタイム パートタイム・

アルバイト等

無回答

０～３歳

30.8%

４～５歳

24.1%

６～８歳

29.3%

９～11歳

8.3%

12歳

以上

2.3%

無回答

5.3%

就学前児童

n=133

０～３歳

0.0%

４～５歳

0.0%
６～８歳

8.3%

９～11歳

16.7%

12歳

以上

50.0%

無回答

25.0%

就学児童

n=12

1.4 0.0 

35.2 
38.0 

22.5 

0.0 2.8 

0.0 0.0 

51.9 

25.9 
22.2 

0.0 0.0 
0%

25%

50%

75%

100%

１
日

２
日

３
日

４
日

５
日

６
日
以
上

無
回
答

就学前児童

n=71

就学児童

n=27

4.2 

71.8 

18.3 

2.8 0.0 0.0 
2.8 7.4 

63.0 

22.2 

3.7 
0.0 0.0 

3.7 
0%

25%

50%

75%

100%

４

時

間

未

満

４

｜

５

時

間

６

｜

７

時

間

８

｜

９

時

間

10

｜

11

時

間

12

時

間

以

上

無

回

答

就学前児童

n=71

就学児童

n=27

（２）就労していない保護者の就労意向 

現在就労していない保護者については、就学前児童の約７割、就学児童の約５

割の母親に就労意向があり、就労形態は「パート・アルバイト等」が多くを占め

ています。 

 また、希望する就労日数については、就学前児童は「４日」、就学児童が「５日」

が多く、希望する就労時間については、就学前児童、就学児童いずれも「４～５

時間」が多くなっています。 

就労していない母親の就労意向 

 

  
【就労希望時の末子の年齢】 

就労日数（１週間当たり） 就労時間（１日当たり） 

 

希望する就労形態 
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51.8 

1.0 

31.6 

4.9 

2.6 

67.2 

9.8 

0.6 

4.2 

26.3 

0% 25% 50% 75% 100%

母親

n=882

父親

n=882

働いて

いなかった

育児休業を取った、

あるいは、今取っている

育児休業を

取らずに働いた

育児休業を

取らずに離職した

無回答

38.4 

11.6 

3.5 

41.9 

0.0 

0.0 

1.2 

0.0 

7.0 

60.0 

40.0 

0.0 

0.0 

0.0 

20.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0% 25% 50% 75% 100%

母親

n=86

父親

n= 5

4.3 

39.1 

13.0 

0.0 

0.0 

21.7 

4.3 

0.0 

21.7 

26.8 

27.7 

0.0 

1.7 

2.4 

28.8 

0.8 

23.1 

9.1 

0% 25% 50% 75% 100%

職場に育児休業を

取りにくい雰囲気があった

仕事が忙しかった

出産後すぐに仕事に復帰したかった

仕事に戻るのが難しそうだった

昇給・昇格などが遅れそうだった

収入減となり、経済的に苦しくなる

保育所（園）などに

預けることができた

配偶者が育児休業制度を利用した

無回答

母親

n= 23

父親

n=593

（３）仕事と子育ての両立について 

①育児休業制度の取得率 

育児休業制度利用状況をみると、母親は「育児休業を取った、あるいは、今取って

いる」が31.6％である一方、父親は4.9％となり、父親が取得することの難しさが

伺えます。 

育児休業制度の利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

 

育児休業を取得せず勤務した理由       育児休業を取得せず離職した理由 

（複数回答）                 （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 
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51.6 

12.8 

13.8 

17.2 

15.1 

20.4 

8.7 

25.9 

4.3 

7.4 

6.5 

16.3 

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

(母親)n=882

就学前児童

(父親)n=882

79.3 

54.3 

6.6 

13.6 

1.9 

5.4 

0.5 

4.9 

2.8 

4.3 

9.0 

17.5 

0% 25% 50% 75% 100%

就学前児童

(母親)n=882

就学前児童

(父親)n=882

十分だと思う まあまあ十分だと思う あまり十分だと思わない

不十分だと思う わからない 無回答

45.2 

11.7 

19.1 

19.1 

14.9 

18.6 

8.4 

26.1 

6.0 

6.2 

6.5 

18.4 

0% 25% 50% 75% 100%

就学児童

(母親)n=403

就学児童

(父親)n=403

68.7 

48.4 

13.4 

15.4 

3.7 

4.7 

1.5 

7.9 

3.2 

3.7 

9.4 

19.9 

0% 25% 50% 75% 100%

就学児童

(母親)n=403

就学児童

(父親)n=403

十分だと思う まあまあ十分だと思う あまり十分だと思わない

不十分だと思う わからない 無回答

②子どもと一緒に過ごす時間について 

子どもと一緒に過ごす時間について、母親は平日で約７割が「十分だと思う」

「まあまあ十分だと思う」と回答しているのに対して、父親は平日で約３割にと

どまっています。休日では、母親の約 9割、父親の約 7割が「十分だと思う」「ま

あまあ十分だと思う」と回答しています。 

就学前児童、就学児童で概ね回答は同じ傾向となっていますが、「十分だと思う」

は就学前児童に比べて就学児童が低くなっています。 

就学前児童 子どもと一緒に過ごす時間の満足度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学児童 子どもと一緒に過ごす時間の満足度 

 

 

  

平
日 

休
日 

平
日 

休
日 
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35.9 

57.3 

20.7 

4.9 

18.8 

15.9 

4.2 

7.6 

44.9 

9.5 

8.3 

34.5 

46.9 

20.8 

5.0 

15.6 

13.4 

5.5 

1.2 

33.5 

10.2 

10.4 

0% 25% 50% 75% 100%

残業や出張が入ること

子どもや自分が病気やケガをしたときに

代わりに子どもの面倒をみる人がいないこと

配偶者の協力が得られないこと

家族や親族の理解が得られないこと

職場に子育てを支援する制度がないこと

（育児休業、子どもの看護休暇、短時間勤務等）

職場の理解や協力が得られないこと

子どものほかに面倒をみなければならない人がいること

（介護等）

子どもの面倒をみてくれる保育所（園）や

放課後児童クラブ等がみつからないこと

子どもと接する時間が少ないこと

その他

無回答

就学前児童

n=882

就学児童

n=403

③仕事と子育てを両立させる上で大変だと思うこと 

仕事と子育てを両立させる上で大変だと思うことについてみると、就学前児童

保護者・就学児童保護者ともに、「子どもや自分が病気やケガをしたときに代わり

に子どもの面倒をみる人がいないこと」「子どもと接する時間が少ないこと」「残

業や出張が入ること」が高くなっています。 

全体的には就学前児童保護者と就学児童保護者で同じような回答傾向となって

いるものの、「子どもや自分が病気やケガをしたときに代わりに子どもの面倒をみ

る人がいないこと」と「子どもと接する時間が少ないこと」については、就学児

童保護者に比べ就学前児童保護者の回答が約 10ポイント高くなっています。 

仕事と子育てを両立させる上で大変だと思うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊課題＊ 

父親が育児休業を取得しやすい職場環境づくりをはじめ、父親の育児参加への意識の

醸成について進めていく必要性が考えられます。  
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４ 教育・保育事業について 

（１）定期的な教育・保育事業の状況 

●幼稚園の立地状況 

平成 26年度 

（７施設） 

 

→ 

平成 31年度 

（４施設） 

諸福幼稚園 → 諸福幼稚園 

北条幼稚園 → 北条幼稚園 

四條畷学園大学 

附属幼稚園 
→ 

四條畷学園大学 

附属幼稚園 

大東中央幼稚園 → 大東中央幼稚園 

愛真幼稚園 

秀英幼稚園 

朋来幼稚園 

→ 
認定こども園 

に移行 

●保育園の立地状況 

平成 26年度 

（18施設） 

 

→ 

平成 31年度 

（11施設） 

南郷保育所 → 南郷保育所 

野崎保育所 → 野崎保育所 

北条保育所 → 北条保育所 

泉保育園 → 泉保育園 

氷野保育園 → 氷野保育園 

灰塚保育園 → 灰塚保育園 

江ノ口保育園 → 江ノ口保育園 

新町保育園 → 新町保育園 

ひらりす保育園 → ひらりす保育園 

津の辺保育園 → 津の辺保育園 

新田保育園 → 新田保育園 

大東つくし保育園 

ひとつぶ保育園 

四条保育園 

上三箇保育園 

大東わかば保育園 

聖心保育園 

第２聖心保育園 

→ 
認定こども園 

に移行 

 

  

●認定こども園の立地状況 

平成 26年度 

（ 施設） 

 

→ 

平成 31年度 

（15施設） 

  住道こども園 

保育園より移行 → 大東わかば保育園 

幼稚園より移行 → 秀英幼稚園 

  若竹こども園 

  あすなろこども園 

  あすなろこども園分園 

保育園より移行 → 聖心保育園 

保育園より移行 → 第二聖心保育園 

  みのりこども園 

保育園より移行 → 大東つくし保育園 

保育園より移行 → 四条保育園 

保育園より移行 → 上三箇保育園 

幼稚園より移行 → 愛真幼稚園 

幼稚園より移行 → 朋来幼稚園 

保育園より移行 → ひとつぶ保育園 

 

●小規模保育施設の立地状況 

平成 26年度 

（０施設） 

 

→ 

平成 31年度 

（４施設） 

  聖心保育園分園    

  ひだまり保育園    

  わかたけ保育園    

  
住道サンフレンズ保

育園 
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35.9 

8.0 

47.5 

0.3 

0.0 

0.0 

0.9 

0.5 

1.5 

0.0 

9.7 

0.6 

2.4 

0.2 

0.0 

21.5 

5.9 

30.1 

33.9 

1.8 

0.3 

0.7 

1.8 

1.5 

0.2 

5.9 

0.2 

6.4 

0.0 

0.2 

0% 25% 50% 75% 100%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育

地域子育て支援拠点など

子育ての仲間が集まる場

ファミリー・サポート・

センター

その他

特になし

無回答

就学前児童

(H25) n=661

就学前児童

(H30) n=608

40.7 

22.9 

35.4 

41.2 

8.4 

3.9 

7.4 

6.9 

3.6 

3.3 

3.4 

2.8 

1.5 

21.4 

33.9 

24.3 

23.8 

23.2 

18.4 

26.8 

24.9 

14.6 

13.2 

41.2 

32.4 

8.5 

13.2 

13.9 

15.0 

10.5 

34.7 

43.8 

31.7 

34.0 

47.8 

49.2 

22.4 

30.7 

12.8 

24.7 

29.3 

25.4 

24.5 

33.7 

34.0 

34.1 

34.1 

33.9 

34.4 

33.0 

34.0 

77.2 

0% 25% 50% 75% 100%

幼稚園

幼稚園の預かり保育

認可保育所

認定こども園

小規模な保育施設

家庭的保育

事業所内保育施設

自治体の認証・認定保育施設

その他認可外の保育施設

居宅訪問型保育

地域子育て支援拠点など

子育ての仲間が集まる場

ファミリー・サポート・

センター

その他

利用料がかかっても、

利用したい

無償であれば、

利用したい

利用したいとは

思わない

無回答

（２）定期的な教育・保育事業の利用状況 

① 定期的な教育・保育事業の利用状況及び利用希望 

定期的な教育・保育事業について、現在の利用状況については、認定こども

園の新設（既存の幼稚園、保育園からの移行を含む）により、前回調査に比べ

て認定こども園が大きく増加しています。 

今後の利用希望については、「利用料がかかっても利用したい」と「無償であ

れば利用したい」を合わせた希望者の割合は、「幼稚園」「幼稚園の預かり保育」

「認可保育所」「認定こども園」で６割前後となっており、無償化によるニー

ズの増加が予想されます。 

その他の事業についても、利用状況に比べて利用希望が上回っており、定期

的な教育・保育事業のニーズが多様化していることが伺えます。 

 定期的な教育・保育事業の利用状況          定期的に利用したい教育・保育事業 

 （複数回答）          （複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

  

就学前児童（Ｈ30）n=882 
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57.3 

10.7 

0.0 

10.3 

7.3 

0.8 

2.3 

42.4 

10.3 

0.4 

0% 25% 50% 75% 100%

ご自身や配偶者が子どもの面倒を

みているため、利用する必要がない

ご自身や配偶者の親、

親せきがみている

近所の人や友人・知人がみている

利用したいが、幼稚園や

保育所（園）などに空きがない

利用したいが、経済的な理由で

利用できない

利用したいが、延長・夜間などの

時間帯の条件が合わない

利用したいが、サービスの質や場所などで

納得できる幼稚園や保育所（園）などがない

子どもがまだ小さいため□□歳くらい

になったら利用しようと考えている

その他

無回答

就学前児童

n=262

② 定期的な教育・保育事業を利用していない理由 

定期的な教育・保育事業を利用していない理由について、「ご自身や配偶者が

子どもの面倒をみているため、利用する必要がない」が、57.3％となっていま

す。「利用意向はあるが、利用していない」理由としては、「幼稚園や保育所（園）

などに空きがない」「経済的な理由」「延長・夜間などの時間帯の条件が合わな

い」「サービスの質や場所など納得できる幼稚園や保育所（園）などがない」

があげられています。 

教育・保育事業を利用していない理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

＊課題＊ 

 地域ごとの教育・保育ニーズに対応した定員数等の確保およびニーズに見合ったサービス等の

改善について検討を行い、教育・保育事業の利用につなげることが求められています。 

 

 

  



第２章 子ども・子育てを取り巻く現状 

29 

49.4 

15.4 

41.4 

11.1 

4.3 

48.1 

0.6 

16.0 

10.5 

54.3 

11.7 

39.4 

9.6 

2.1 

44.7 

0.0 

22.3 

7.4 

0% 25% 50% 75% 100%

自宅

ご自身や配偶者の親・

親せきの家、友人・知人の家

放課後児童クラブ

放課後子ども教室

児童館

習い事（ピアノ教室、スポーツ

クラブ、学習塾など）

ファミリー・サポート・センター

その他（公民館、公園など）

無回答

前回 n=162

今回 n=94

51.9 

17.9 

28.4 

9.9 

6.8 

53.7 

1.9 

19.1 

14.8 

71.3 

16.0 

19.1 

6.4 

2.1 

55.3 

0.0 

20.2 

9.6 

0% 25% 50% 75% 100%

前回 n=162

今回 n=94

（３）放課後児童クラブの利用について 

① 就学前児童の放課後児童クラブの利用希望について 

小学校への進学後、放課後の時間を子どもにどのように過ごさせたいかにつ

いては、小学校低学年のうちは「自宅」「習い事（ピアノ教室、サッカークラ

ブ、学習塾）」「放課後児童クラブ」が多くなっています。 

一方、小学校高学年になると「自宅」「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾）」は低学年同様に多いものの、「放課後児童クラブ」が低学年時に比べ

て減少しており（低学年 39.4％→高学年 19.1％）、ニーズの変化がうかがえ

ます。 

また、前回調査と比較してみると、高学年時の「放課後児童クラブ」の希望

が低学年時に比べて減少しており、高学年時の「放課後児童クラブ」のニーズ

の低下が加速している状況となっています。 

放課後に過ごさせたい場所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「就学前児童」は 5歳児のみ対象です 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

 

 

小学校低学年（になった場合）の過ごし方 小学校高学年（になった場合）の過ごし方 
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利用して

いる

34.0%

利用して

いない

64.5%

無回答

1.5%

就学児童

n=403

48.9 

15.3 

37.2 

24.1 

10.2 

4.4 

0% 25% 50% 75% 100%

放課後児童クラブを利用したい

放課後子ども教室を利用したい

スポーツクラブや学習塾などの

習い事をさせたい

子どもに自宅の留守番をしてもらう

その他

無回答

就学児童

n=137

利用したい

10.0%

今後も利用

しない

86.9%

無回答

3.1%

就学児童

n=260

② 就学児童の放課後児童クラブの利用状況及び利用希望について 

就学児童の現在の放課後児童クラブの利用状況については、34.0％が「利用

している」と回答しており、前回調査（20.3％）に比べて増加しています。 

なお、小学４年生以降の放課後の過ごし方について望むこととして、「放課後

児童クラブを利用したい」が48.9％にとどまっており、高学年時の利用ニーズ

が低下していることがうかがえます。 

平日の放課後児童クラブの利用状況         今後の利用希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学４年生以降の放課後の過ごし方について望むこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30大東市子ども・子育て支援新制度におけるニーズ調査結果報告書 

＊課題＊ 

 放課後児童クラブについては、学力の向上をはじめ子どもの成長に繋がる事業内容を充実する

など、小学校高学年時におけるニーズ向上も視野に入れた事業運営が求められます。 

 

前回 

20.3% 

前回 

14.9% 
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37.5 

35.5 

34.4 

30.8 

21.5 

40.8 

47.8 

35.8 

13.5 

20.4 

10.9 

4.9 

1.8 

0% 25% 50% 75% 100%

自動車の通行が多いにもかかわらず歩道や

信号がない道路が多いので心配

歩道の段差などがベビーカーや自転車での

通行の妨げになっている

交通機関や建物がベビーカーでの移動に

配慮されていない

トイレがオムツ替えや親子での利用に

配慮されていない

授乳する場所や必要な設備がない

小さな子どもとの食事に配慮された

場所（店）が少ない

買い物や用事等の合間の気分転換に

子どもを遊ばせる場所がない

緑や広い歩道が少ないなど町並に

ゆとりとうるおいがない

周囲の人が子ども連れを迷惑そうにみる

荷物や子どもに手をとられて困っているときに

手を貸してくれる人が少ない

特にない

その他

無回答

就学前児童

n=882

５ 生活環境等について 

（１）外出時に困ること・困ったこと 

就学前児童保護者の外出時に困ること、困ったことについてみると、「買い物や

用事等の合間の気分転換に子どもを遊ばせる場所がない」「小さな子どもとの食事

に配慮された場所（店）が少ない」が高くなっています。 

また、30％台の回答が５つあり、子育て家庭が外出するにあたり、様々な不安

要素があることが伺えます。 

外出時に困ること・困ったこと 
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47.3 

14.1 

29.7 

43.4 

10.3 

14.4 

8.7 

2.2 

23.1 

20.9 

8.6 

52.0 

27.9 

4.8 

46.6 

6.3 

4.3 

3.5 

1.4 

43.4 

8.2 

27.8 

11.9 

13.2 

16.9 

7.2 

4.0 

18.9 

11.9 

8.7 

56.8 

44.9 

2.5 

47.1 

7.9 

6.5 

5.5 

1.5 

0% 25% 50% 75% 100%

親子が安心して集まれる公園などの屋外の施設を整備する

親子が安心して集まれる保育所（園）や幼稚園の運動場の開放を増やす

親子が安心して集まれるつどいの広場などの屋内の施設を整備する

子連れでも安心して出かけられるよう、オムツ替えや授乳のためのスペース

づくりや、歩道の段差解消などの「子育てのバリアフリー化」に取り組む

子育てに困ったときの相談体制を充実する

子育て支援に関する情報提供を充実する

子育て中の親の仲間づくりや子育ての知識や技能の取得に役立つ

親子教室の開催回数の増加と内容の充実を図る

子育てサークル活動への支援を充実する

保育所（園）や放課後児童クラブなど子どもを預ける施設を増やす

幼稚園における早朝、夕方の預かり保育の延長や夏休みなどの

預かり保育などを充実する

専業主婦など誰でも気軽に利用できるＮＰＯなどによる

子育て支援サービスに対する支援を行う

市内に小児救急など安心して子どもが医療機関を

利用できる体制を整備する

子どもの安全を確保する対策を充実する

子育ての講座など子育てについて学べる機会をつくる

育児休業給付、児童手当、扶養控除の拡充などの

子育て世帯への経済的援助の拡充

公営住宅の優先入居など住宅面での配慮や支援に取り組む

その他

特になし

無回答

就学前児童

n=882

就学児童

n=403

（２）充実を希望する子育て支援サービス 

どのような子育て支援サービスを充実してほしいかについてみると、就学前児

童保護者・就学児童保護者ともに「市内に小児救急など安心して子どもが医療機

関を利用できる体制を整備する」「育児休業給付、児童手当、扶養控除の拡充など

の子育て世帯への経済的援助の拡充」「親子が安心して集まれる公園などの屋外の

施設を整備する」をあげています。 

充実を希望する子育て支援サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊課題＊ 

小児救急医療をはじめとする子どもの「安全・安心」にかかる環境整備は重点課題となります。 

また、「経済的支援」は、限られた財源のなかで支援を必要とする方に的確な支援を行っていける

よう、きめ細かな対応等の検討が必要となります。 
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第３章 子育て支援事業計画の進捗状況 

１ 教育・保育サービス 

（１）地域別の園児数および定員の推移 

１号認定（教育）の園児数については、増減を繰り返しつつも、ほぼ横ばいと

なっている一方で定員は増加しており、平成 31 年度における定員に対する園児

数は約５割となっています。南部地域においては、平成 31 年度に園児数、定員

ともに大きく増加しています。 

２号認定（保育３～５歳）、３号認定（保育 0～２歳）については、園児数の増

加に応じて、定員も増加しており、２号認定は平成 28 年度以降、３号認定は平

成 30 年度以降において園児数が定員を下回っています。なお、平成ますが、北

部・東部と南部・西部で格差がみられ、南部（３号は平成 29 年度まで）・西部で

は園児数が定員を上回る状況となっています。 

地域別の園児数および定員の推移（各年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：大東市 福祉・子ども部 子ども室 

（参考）待機児童数の推移 

 

 

（参考）大東市子ども・子育て支援事業計画 量の見込に対する確保方策 

 

 

  

H27 H28 H29 H30 H31

見込量 確保方策 見込量 確保方策 見込量 確保方策 見込量 確保方策 見込量 確保方策

1,434 1,559 1,443 1,559 1,252 1,559 1,254 1,559 1,289 1,592

1,537 1,351 1,562 1,461 1,406 1,559 1,491 1,580 1,597 1,660

1,086 892 1,093 967 1,004 1,048 1,050 1,147 1,117 1,245

２号認定市全体

１号認定

３号認定

H27 H28 H29 H30 H31

4.1 10.1 4.1 10.1 4.1 10.1 4.1 10.1 4.1 10.1

3 66 14 45 2 27 0 19 0市全体

H27 H28 H29 H30 H31

園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員 園児数 定員

404 840 388 840 370 840 342 846 338 852

250 284 261 284 277 284 263 287 263 287

166 175 173 175 162 175 163 172 172 174

135 280 97 126 87 150 68 157 61 157

323 308 344 432 323 432 333 432 337 442

212 202 228 258 244 258 257 258 260 268

539 920 512 1,025 515 1,034 484 929 444 804

242 239 249 239 257 239 271 239 306 279

179 170 217 212 225 212 234 249 241 257

107 150 98 150 87 165 82 174 79 183

514 490 526 490 521 485 509 494 504 494

374 330 376 330 374 353 370 369 381 369

委託 205 189 140 127 107

1,390 2,190 1,284 2,141 1,199 2,189 1,103 2,106 1,029 1,996

1,329 1,321 1,380 1,445 1,378 1,440 1,376 1,452 1,410 1,502

931 877 994 975 1,005 998 1,024 1,048 1,054 1,068

３号認定

北部

東部

１号認定

３号認定

１号認定

２号認定

１号認定

３号認定

市全体

南部

西部

１号認定

２号認定

３号認定

１号認定

２号認定

３号認定

１号認定

２号認定

２号認定
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２ 地域子ども・子育て支援事業 

（１）時間外保育事業 

実績値に増減はありますが、概ね見込み値の範囲内であり、必要なニーズに対

する事業提供が実現できている状況です。 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 753 725 829 889  

②量の見込み 731 736 744 765 821 

①／② 1.03 0.99 1.11 1.16  

 

（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

実績値は低学年、高学年ともに増加傾向にありますが、見込み値の範囲内に収

まっています。なお、増加する利用ニーズに対応するため、平成〇〇年には〇〇

小学校区において、放課後児童クラブの受け入れ拡大に向けた施設改修を実施し

ました。 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 
低学年 953 878 900 1,000  

高学年 180 215 180 231  

②量の見込み 
低学年 1,017 1,048 1,086 1,112 1,151 

高学年 192 197 205 219 217 

①／② 
低学年 0.94 0.84 0.83 0.90  

高学年 0.94 1.09 0.88 1.05  

 

（3）子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

平成 28 年度まで、実績値が見込量を大きく下回っていましたが、平成 29 年度

以降は利用が増大し、量の見込みに近い状況となっています。 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 8 7 31 23  

②量の見込み 30 30 30 30  

①／② 0.27 0.23 1.03 0.77  

 

（４）地域子育て支援拠点事業 

平成 27 年度、28 年度の実績値が見込量を大きく上回っていたことから、量の

見込みについては平成 29 年度に中間見直しを行いました。平成 29 年度以降は計

画上の量の見込みに近い水準で推移しています。 
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 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 93,863 124,190 118,386 118,301  

②量の見込み 61,391 61,827 124,190 124,190 124,190 

①／② 1.53 2.01 0.95 0.95  

 

（５）一時預かり事業 

■幼稚園における一時預かり事業（預かり保育） 

平成 27 年度、28 年度の実績値が見込量を大きく上回っていたことから、量の

見込みについては中間見直しを行いました。平成 29 年度以降は量の見込みのと

おり（平成 28 年度実績ベース）となっています。 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 
3～5歳 1号 56,230 56,120 54,816 集計中  

3～5歳 2号 54,400 51,850 50,000 集計中  

②量の 
見込み 

3～5歳 1号 15,484 15,579 56,120 56,120 56,120 

3～5歳 2号 12,924 13,003 51,850 51,850 51,850 

①／② 
3～5歳 1号 3.63 3.60 0.98   

3～5歳 2号 4.21 3.99 0.96   

■幼稚園以外における一時預かり事業 

平成 27 年度の実績値は見込量を下回っていましたが、平成 28 年度に増加し、

平成 28 年度以降は量の見込みと同程度の水準で推移しています。 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 0～5歳 2,617 3,512 3,353 3,305  

②量の見込み 0～5歳 3,500 3,556 3,671 3,908 4,286 

①／② 0～5歳 0.75 0.99 0.91 0.85  

 

（６）病児・病後児保育事業 

病児・病後児保育事業は、市内 2 か所に病児保育室を整備することによる需要

の拡大を見込んでいましたが、平成 28 年度に市東部の病児保育室が閉鎖したし

たことから、ニーズに十分対応することが困難な期間がありました。平成 30 年

度に再度 2 か所体制が整ったことから、今後利用の拡大が見込まれます。 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 923 823 549 617  

②量の見込み 1,500 1,510 1,526 1,569 1,684 

①／② 0.62 0.55 0.36 0.39  
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（７）ファミリー・サポート・センター事業（就学時のみ） 

平成 27 年度、28 年度の実績値が見込量を大きく上回っていましたことから、

量の見込みについては中間見直しを行いました。平成 29 年度以降は量の見込み

と同程度の水準で推移しています 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 
1～3年生 399 383 399 417  

4～6年生 201 193 150 200  

②量の見込み 
1～3年生 51 51 399 399 399 

4～6年生 150 151 201 201 201 

①／② 
1～3年生 7.82 7.51 1.00 1.05  

4～6年生 1.34 1.28 0.75 1.00  

 

（８）利用者支援事業（新規） 

利用者支援事業は、平成 30 年 8 月に子育て世代包括支援センター『ネウボラ

ンドだいとう』を開設し、事業をスタートしました。今後も市内 1 か所でワンス

トップサービスによる利用者支援体制の拡充を進めます。 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 0 0 0 1 1 

②量の見込み 1 2 3 1 1 

①／② 0.00 0.00 0.00 1.00  

 

（９）乳児家庭全戸訪問事業 

平成 27～28 年度の実績値は量の見込みのとおりとなっているものの、平成 29

年度以降は乳幼児数の減少に伴い事業の実績値も減少傾向にあり、量の見込みと

の差が大きくなっています。 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 919 935 885 859  

②量の見込み 960 967 979 1,010 1,092 

①／② 0.96 0.97 0.90 0.85  
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（10）養育支援訪問事業 

平成 29 年度までは実績値は量の見込みを大きく下回っていましたが、平成 30

年度に利用者数が増加し、量の見込みに近い利用状況となっています。 
 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 6 5 6 12  

②量の見込み 15 15 15 15 15 

①／② 0.40 0.33 0.40 0.80  

 

（11）子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 

 

 

 

（12）妊婦健康診査事業 

平成 27 年度の実績値は量の見込みに近い状況でしたが、平成 28 年度以降は乳

幼児数の減少に伴い事業の実績値も減少傾向にあり、量の見込みとの差が年々大

きくなっています。 

 

 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 

①実績値 
実人数 集計中 集計中 集計中 1,354  

延べ回数 11,464 11,185 10,426 10,430  

②量の見込み 
実人数 1,610 1,640 1,660 1,680 1,700 

延べ回数 12,100 12,900 13,700 14,600 15,300 

①／② 
実人数       0.81  

延べ回数 0.95 0.87 0.76 0.71  

 

（13）その他（実費徴収に係る補足給付等を行う事業） 

 

  

施策評価シートの内容等も絡めて進捗状況について記載 

施策評価シートの内容等も絡めて進捗状況について記載 
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３ 個別施策の評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 子育て支援に関する事業・施策の課題 

 

  

評価シートを基に整理を行う。 

事業進捗状況や事業評価等を踏まえて、第１期

の総括（課題のまとめ等）を記載予定です。 
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第４章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

親子の笑顔あふれるまち 

～みんなでつくる子育て安心のまち大東～ 

 

 

基本理念の考え方 
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２ 基本目標 

基本理念を実現するために必要となる視点を基本目標として定め、この内容を実

現するための施策を展開します。 

 

基本目標１ 子育てと仕事を両立できる社会づくり 

 

 

 

 

基本目標２ 子どもが心豊かに育つ学習環境づくり 

 

 

 

 

基本目標３ 子育てを支える体制づくり 

 

 

 

 

基本目標４ 子どもが安全・安心に過ごせるまちづくり 

 

 

 

 

基本目標５ 様々な家庭での子育てを支える体制づくり 
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第５章 施策の体系と展開 

１ 施策の体系 
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２ 施策の展開 

 

 

 

本市では平成２７年度からの第１期子ども・子育て支援事業計画において、『待機

児童ゼロのまちの取り組み』を重点施策とし、保育施設の拡充や送迎保育事業の実施

等により、働く親が子どもを預けやすい環境を整え、すべての親が仕事と子育てを両

立できるまちづくりに取り組んできました。第２期計画ではこれまでの取り組みで実

現した子ども・子育て施策を一層充実し、市内のどの地域に居住しても安心して子育

てすることのできる、安定した子育て環境の構築を進めます。 

 

１．重点目標に対する取り組み 
 
（１）多様な子ども・子育てニーズへの支援に向けた取り組みの充実 
 

 妊娠・出産から就学期までの切れ目のない支援を行う、大東市版ネウボラを中心と

して、保健医療、子育て支援、学校教育等の関係機関同士が連携しながら子育て家庭

に関わり、子どもの成長に応じた適切かつ継続的な支援を行います。 

 

○大東市版ネウボラ 
 
『ネウボランドだいとう』において、助産師、保育士、スクール・ソーシャル・ワ

ーカー等による、ワンストップサービスの相談支援を実施し、教育委員会や地域保健

課、家庭児童相談室等と連携しながら、子育ての各ステージにおける子ども・子育て

に関するあらゆる悩み・不安の軽減に取り組みます。 

 

○子育てアプリ 
 
 子育て家庭に普及するフマートフォンを活用し、保健医療、子育て支援、学校教育

等、子育て家庭の必要とする情報を発信します。また、利用者登録や機能改善に向け

た利用者意見の収集等、ネウボランドと連動した事業拡大により、ポピュレーション

アプローチの取り組みを強化します。 

 

○家庭教育支援 
 
 行政等の関係機関や専門家、地域人材等で構成する家庭教育支援チームにより、孤

立しがちな保護者や教育への関心が低い家庭等への戸別訪問等を行い、家庭における

教育力の向上を促進します。 

 

 

 

重点目標：未来に続く子ども・子育て支援（仮） 
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（２）就学前教育・保育サービスの提供体制の再構築 
 

 全国的な就学前人口の減少を背景に、本市においても平成２７年からの５年間で、

約５００人の就学前人口が減少しています。また、地域により、減少の状況には差が

生じている状況です。一方、共働き世帯の増加等の社会的要因により、保育需要はな

お増加傾向にあり、今後長期的に安定した保育サービスを継続して提供するため、保

育の需給バランスの維持を図ります。 

 

○就学前教育・保育施設の利用定員の見直し 
 本市においては、西部・南部地域で利用者数が定員を超過している一方、北部・東

部地域においては定員割れの状況となっています。このため、西部・南部地域につい

ては、保育ニーズに応じた施設整備に取り組みつつ、北部・東部地域においては、一

定の基準を定めた上で、利用ニーズに見合った定員設定の見直しを行います。 

 

○公立施設の方向性の検討 
 
 公立保育所・幼稚園についても、地域的な保育ニーズに応じたあり方の見直しが求

められています。特に、北部地域については公立幼稚園の利用者数の減少が著しく、

今後は施設の統合による公立施設の認定こども園化の検討を進めます。 

 

施設名 現在の定員 令和元年度園児数 今後の方向性 

北条幼稚園 90 49 
施設統合による認定こども園化 

北条保育所 90 93 

 

○送迎保育ステーションの利用拡大 
 
市中心部の送迎保育ステーションと、東部・北部の保育施設を送迎バスで結ぶ送迎

保育ステーション事業について、保育需給バランスの調整弁として、利便性の向上を

図りながら利用周知に努めます。 

 

地区 
施設数 H27 H31 

保 認 幼 定員 利用者 0-5人口 定員 利用者 0-5人口 

北部 2 4 2 459 416 804 461 435 779 

東部 3 4  510 535 1,138 710 597 1,147 

南部 4 4 1 409 421 1,420 536 551 1,437 

西部 6 3 1 820 888 1,920 863 885 1,744 

合計 15 15 4 2,198 2,260 5,282 2,570 2,468 5,107 
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第６章 教育・保育および地域子ども・子育て

支援事業の量の見込みと確保方策 

１ 将来推計人口 

（１）就学前児童の人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※住民基本台帳（各年４月１日現在）を基に、コーホート変化率法を用いて推計 
ただし、0歳人口については、15～49歳女性の出産数を基に別途推計 

 
 

（２）就学前児童の人口推計 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※住民基本台帳（各年４月１日現在）を基に、コーホート変化率法を用いて推計 
 

 

  

実績値 推計値

903 939 888 886 819 813 800 788 778 768 764

952 912 953 905 904 833 827 814 802 792 782

977 948 915 918 885 887 818 812 799 787 777

1,052 982 946 916 888 875 877 808 802 789 777

1,009 1,043 963 927 904 873 860 862 794 788 775

1,065 1,018 1,038 967 917 900 869 856 858 790 784

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

7,000人

H26 H27 H28 H29 H30 H31 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

就学前児童（１歳階級別）の推移

5歳

4歳

3歳

2歳

1歳

0歳

実績値 推計値

1,139 1,046 1,008 1,022 955 905 889 858 845 847 780

1,139 1,121 1,050 1,003 1,015 952 902 886 855 842 844

1,082 1,136 1,115 1,051 1,002 1,013 950 900 884 853 840

1,129 1,074 1,130 1,113 1,047 998 1,009 946 896 880 849

1,125 1,128 1,067 1,129 1,109 1,043 994 1,005 942 892 876

1,227 1,124 1,128 1,061 1,132
1,108 1,042 993 1,004 941 891

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

7,000人

8,000人

H26 H27 H28 H29 H30 H31 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６

就学児童（１歳階級別）の推移

11歳

10歳

9歳

8歳

7歳

6歳
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２ 量の見込みと確保方策 

（１）教育・保育提供区域の設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）幼児期の教育・保育の量の見込み、提供体制の確保の内容 

 

 

 

 

① １号認定（3～5 歳児 教育利用）の量の見込みと確保方策 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 1,161 1,126 1,093 1,055 1,041 

②確保方策      

 

② ２号認定（3～5 歳児 保育利用）の量の見込みと確保方策 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 1,354 1,313 1,275 1,230 1,214 

②確保方策      

 

③ ３号認定（0～2 歳児 保育利用）の量の見込みと確保方策 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 982 968 954 943 982 

②確保方策      

 

 

  

第１期計画を踏襲し、１圏域とする。 

 

ただし、第３章にて触れた地域格差（北部・東

部と南部・西部）が生じていることと、それに

起因する課題等についても整理を進める。 

直近の実績および将来推計人口を基にした簡易推計。 

今後、利用意向が変化すると思われる要因等を精査し、見込量の補正を

進めることとする。 



大東市 

46 

（３）地域子ども・子育て支援事業の量の見込み、提供体制の確保の内容 

① 時間外保育事業 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 845 826 808 788 779 

②確保方策      

 

② 放課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ） 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 1,138 1,099 1,067 1,033 999 

②確保方策      

 

③ 子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ） 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 28 28 27 26 26 

②確保方策      

 

④ 地域子育て支援拠点事業 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 110,907 109,501 107,913 106,462 105,373 

②確保方策      

 

⑤ 時間外保育事業 

 ■幼稚園における一時預かり事業 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 97,207 94,222 91,537 88,292 87,135 

②確保方策      

■幼稚園以外における一時預かり事業 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 3,026 2,988 2,945 2,905 2,875 

②確保方策      
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⑥ 病児・病後児保育事業 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 586 573 561 547 541 

②確保方策      

 

⑦ ファミリー・サポート・センター事業（就学時のみ） 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 1,467 1,417 1,376 1,332 1,288 

②確保方策      

 

⑧ 利用者支援事業 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 1 1 1 1 1 

②確保方策      

 

⑨ 乳児家庭全戸訪問事業 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 800 788 778 768 764 

②確保方策      

 

⑩ 養育支援訪問事業 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の見込み 12 12 12 12 12 

②確保方策      

 

⑪ 子どもを守る地域ネットワーク機能強化事業 
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⑫ 妊婦健康診査事業 

 

 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

①量の 
見込み 

人数 1,323 1,303 1,286 1,270 1,263 

健診回数 10,188 10,035 9,908 9,781 9,730 

②確保方策 
人数      

健診回数      

 

⑬ その他（実費徴収に係る補足給付等を行う事業） 

 

 


